
＜様式 1＞

0532329252

03 - 0275 0289

中野　浩介

代表者名：

（グループ代表者）

株式会社　河原工務店

事務局事業者名：

※　過去に採択されたグループは、最終的に提出された適用申請書から変更点がある場合、その変更点が分かる
　　 ように（文字の色を変更する、下線を引く等）記載して下さい。

代表者所属先：

代表者住所：

中部ホームサービス　株式会社

Ⅲ-3　Ⅴ-54　Ⅶ-1

chs-tokaido@chs-kenzai.jp

印

441-8086

電話番号：

代表者構成員番号：

事務局構成員番号：

事務局担当者E-mail：

事務局電話番号：

事務局住所：

（グループ事務局）

事務局ＦＡＸ：

事務局郵便番号：

平成　26　年　5 月 　9 日　　

地域型住宅ブランド化事業　適用申請書

　　　本申請書の内容により、地域型住宅ブランド化事業の適用を申請します。
　　　この申請書及び添付資料に記載の事項は、事実に相違ありません。

河原　章二

グループの名称：

代表者印

東海道あんしんの家

（平成26年度新規グループは、採択グループ番号は必要ありません）

　国土交通大臣　      　殿

0532522040

0532326201

愛知県豊橋市八町通1-20

地域型住宅の名称：

直近採択グループ番号：

愛知県豊橋市問屋町5-3

Ⅴ-60　Ⅵ-125

-

事務局担当者名：

東海道こだわりの家づくりの会



＜地域型住宅の生産体制＞ ＜様式２－１＞

■他の様式にリンクしますので、全て正確に記載してください。

１．地域型住宅の名称（必須）

２．グループの名称(必須）

３．地域型住宅供給対象地域（必須）

４．結成年月（必須）

５．グループ代表者名（必須）

６．グループ代表者の所属先（必須） 注1

７．グループ代表者の構成員番号（必須）

８．グループ代表者所在地（必須）

９．グループ代表者電話番号（必須）

１０．グループ事務局事業者名（必須）

１１．グループ事務局の構成員番号（必須）

１２．グループ事務局担当者名（必須）

１３．グループ事務局郵便番号（必須） 注2

１４．グループ事務局所在地（必須）

１５．グループ事務局電話番号（必須） 注3

１６．グループ事務局FAX番号（必須） 注3

１７．グループ事務局担当者E-mail（必須）

Ⅰ．原木供給

Ⅱ．製材・集成材製造・合板製造

Ⅲ．建材流通（木材を扱わない事業者を除く)

Ⅳ．プレカット

Ⅴ．設計

Ⅵ．施工

Ⅶ．木材を扱わない流通

Ⅷ．Ⅰ～Ⅶ以外の業種

戸

50 戸 40 戸

（左記の根拠、様式２－２に記載した実績との関係等）

1150 ㎥ 650 ㎥

戸 56 戸 48 戸 8 戸
注１）代表者の所属先及び事務局事業者名は略さず正式名で記載してください。　例：株式会社○　(株)×

注２）郵便番号は、ハイフンありで半角入力　例：123-4567

注３）電話番号・FAXは、ハイフンなしで半角入力　例：0123456789

注４）採択戸数は最終的な配分戸数を記入して下さい。

株式会社　河原工務店

うち未経験工務店によ
る長期優良住宅

うち経験工務店による
長期優良住宅

愛知県豊橋市八町通1-20

0532522040

中部ホームサービス　株式会社

Ⅲ-3　Ⅴ-54　Ⅶ-1

中野　浩介

441-8086

0532329252

chs-tokaido@chs-kenzai.jp

（構成員数）   ※様式２－２の各シートからリンクする為、入力は必要ありません。

東海道あんしんの家

東海道こだわりの家づくりの会

三重県・岐阜県・愛知県・静岡県・神奈川県

平成24年1月

河原　章二

Ａ．使用する地域材に関する事項　（必須）

※地域材の種類が5種類を超える場合は<様
式3-3その他>に記入してください。

Ｂ．平成２６年度における地域型住宅の
  　 供給予定戸数等　（必須）

対象となる地域材の名称

平成24年度、平成25年度と地域型住宅の実績戸数は横ばいであった。
3年目を迎えることもあり、会員全体への浸透力のさらなる強化に取組
むこととし、平成25年度実績の見込みの5割増に設定。

グループで指定する地域材（合法木材）を主要構造部に50％以上使用する事と
していることから、左記地域材使用予定量を設定する。

合法木材

地域型住宅の供給予定戸数

地域型住宅による地域材使用予定量

0

（左記の根拠、様式２－２に記載した実績との関係等）

11

13

Ⅴ-60　Ⅵ-125

愛知県豊橋市問屋町5-3

0532326201

5

87

3

認証制度等の名称地域材の産地

合法木材証明制度
アメリカ・熊本・広島・愛媛・愛知

岐阜・三重・静岡・茨城

163

1

90

Ｄ．平成２５年度の執行状況
　　（Ｈ２５年度採択グループのみ必須）

採択戸数　注４

C．当提案が採択された場合の各住宅
　　事業者における補助対象戸数の配分
　　ルール　（必須）

交付申請戸数

長期優良住宅未施工業者の参画の強化を図るため、建築未経験の施工会員に対して優先的に配分し、
残りを確実な受注物件に配分する。

竣工済 竣工予定

90

完了実績見込み

うち長期優良住宅分



＜様式 2-2・Ⅰ＞

注1

県
番号

事業者名

Ⅰ．

24 Ⅰ - 1 ウッドピア市売協同組合

38 Ⅰ - 2 大木杭木　有限会社

34 Ⅰ - 3 ひろしま木材事業協同組合

21 Ⅰ - 4 飛騨高山森林組合

8 Ⅰ - 5 株式会社　ヨシナリ林業

38 Ⅰ - 6 株式会社　宇和原木市場

43 Ⅰ - 7 肥後木材　株式会社

33 Ⅰ - 8 真庭木材市売　株式会社　

23 Ⅰ - 9 株式会社　東海木材相互市場

23 Ⅰ - 10 愛知県森林組合連合会

22 Ⅰ - 11 静岡県森林組合連合会

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

注１）

※）

※）

※）

※）

業種（Ⅰ、Ⅱ・・・）毎に、それぞれ原則として１事業者以上の構成員（ただし、Ⅵ．施工については、年間住宅供給戸数が50戸程度未満の中小住宅生産
者が5事業者以上）による体制としてください。ただし、Ⅵ.施工以外の業種について、地域型住宅の特性に応じ、グループ構成員に一部の業種を含まな
い場合、及び、グループにおける地域材供給ルートにおいて一部の業種を含まないことがある場合は、その根拠を、当該業種の様式2-2に記載してくだ
さい。10事業者以上となる場合、構成員番号を連番で追加してください。

山県郡北広島町大朝字船垰5206-36

高山市清見町三日町187番地1

久慈郡大子町大字頃藤3498-1

西予市宇和町加茂323番地

熊本市東区平山町2986-11

真庭市富尾1

名古屋市熱田区花表町21番1号

構成員
番号

行が不足する場合は、<業者多数版>の適用申請書の様式を使用してください。

＜様式４－２＞適用申請書記載事項確認念書の内容を正確に転記して下さい。事業者名については、（株）や（有）等の略号は用いず、正式な法人名を
記入して下さい。

県番号は、県番号のワークシートを参照してください。

 Ⅰ～Ⅶ以外の業種の構成員がある場合は、Ⅷに記載してください。

11構成員数：

松阪市木の郷町11番地

宇和島市三間町増田389番地

所在地

原木供給

＜グループ構成員記入用リスト＞ 　Ⅰ．原木供給 

グループ構成員に原木供給業者を含まない場合、及び、グループにおける地域材供給のルートにおいて原木供給業者を含まないことがある
場合、その理由

原木供給業者が海外であるため本申請において、必要とされる本社の法人登記事項証明書及び念書の入手が不可能であったため原木供
給者の登録を行っていない。該当事業者の原木出荷が適合していることを以下にて示す。　
　（1）以下に該当する認定制度に基づく証明書の添付ＰＥＦＣ森林認証制度：森林経営の持続性や環境保全への配慮などについて民間
　　　 の第三者機関 により認証された森林から産出される木材・木材製品　
　（2）原木の産出国がわかる書類のひな形の添付

名古屋市中区丸の内3-5-16

静岡市葵区追手町9-6



＜様式 2-2・Ⅱ＞

注1

県
番号

事業者名

Ⅱ．

34 Ⅱ - 1 中国木材　株式会社

38 Ⅱ - 2 菊地木材　株式会社

41 Ⅱ - 3 西九州木材事業協同組合

38 Ⅱ - 4 宇和国産材加工協同組合

8 Ⅱ - 5 宮の郷木材事業協同組合

24 Ⅱ - 6 グリーンウッドタクミ協同組合

21 Ⅱ - 7 飛騨高山森林組合

43 Ⅱ - 8 ランバーやまと協業組合

38 Ⅱ - 9 八幡浜官材協同組合

33 Ⅱ - 10 牧野木材工業　株式会社

33 Ⅱ - 11 小林製材　株式会社

24 Ⅱ - 12 株式会社　オオコーチ

22 Ⅱ - 13 有限会社　平松材木店

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

注１）

※）

※）

※）

※）

業種（Ⅰ、Ⅱ・・・）毎に、それぞれ原則として１事業者以上の構成員（ただし、Ⅵ．施工については、年間住宅供給戸数が50戸程度未満の中小住宅生産
者が5事業者以上）による体制としてください。ただし、Ⅵ.施工以外の業種について、地域型住宅の特性に応じ、グループ構成員に一部の業種を含まな
い場合、及び、グループにおける地域材供給ルートにおいて一部の業種を含まないことがある場合は、その根拠を、当該業種の様式2-2に記載してくだ
さい。10事業者以上となる場合、構成員番号を連番で追加してください。

＜様式４－２＞適用申請書記載事項確認念書の内容を正確に転記して下さい。事業者名については、（株）や（有）等の略号は用いず、正式な法人名
を記入して下さい。

常陸大宮市宮の郷2153-25

松阪市木の郷町12番地

高山市新宮町228番地1

上益城郡山都町杉木474-1

大洲市成能字大地原甲510-5

真庭市草加部288-8

＜グループ構成員記入用リスト＞ Ⅱ． 製材・集成材製造・合板製造

13

グループ構成員に製材・集成材製造　合板製造業者を含まない場合、及び、グループにおける地域材供給のルートにおいて製材・集成材製
造　合板製造業者を含まないことがある場合、その理由

製材・集成材製造・合板製造 構成員数：

所在地

 Ⅰ～Ⅶ以外の業種の構成員がある場合は、Ⅷに記載してください。

行が不足する場合は、<業者多数版>の適用申請書の様式を使用してください。

構成員
番号

呉市広多賀谷3丁目１番1号

西予市宇和町河内94番地

伊万里市山代町楠久津145番36

西予市宇和町野田400番地4

県番号は、県番号のワークシートを参照してください。

真庭市開田341

松阪市大黒田町472

静岡市葵区水道町164



＜様式 2-2・Ⅲ＞

注1

県
番号

事業者名

Ⅲ．

22 Ⅲ - 1 中国木材　株式会社

22 Ⅲ - 2 ひかり木材　株式会社

23 Ⅲ - 3 中部ホームサービス　株式会社

23 Ⅲ - 4 株式会社　東海木材相互市場

23 Ⅲ - 5 服部産業　株式会社

Ⅲ - 6

Ⅲ - 7

Ⅲ - 8

Ⅲ - 9

Ⅲ - 10

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

注１）

※）

※）

※）

※）

業種（Ⅰ、Ⅱ・・・）毎に、それぞれ原則として１事業者以上の構成員（ただし、Ⅵ．施工については、年間住宅供給戸数が50戸程度未満の中小住宅生産
者が5事業者以上）による体制としてください。ただし、Ⅵ.施工以外の業種について、地域型住宅の特性に応じ、グループ構成員に一部の業種を含まな
い場合、及び、グループにおける地域材供給ルートにおいて一部の業種を含まないことがある場合は、その根拠を、当該業種の様式2-2に記載してくだ
さい。10事業者以上となる場合、構成員番号を連番で追加してください。

＜様式４－２＞適用申請書記載事項確認念書の内容を正確に転記して下さい。事業者名については、（株）や（有）等の略号は用いず、正式な法人名
を記入して下さい。

県番号は、県番号のワークシートを参照してください。

 Ⅰ～Ⅶ以外の業種の構成員がある場合は、Ⅷに記載してください。

行が不足する場合は、<業者多数版>の適用申請書の様式を使用してください。

構成員数：

焼津市飯淵2040

磐田市上大之郷84番

豊橋市問屋町5番地3

名古屋市熱田区花表町21番1号

海部郡飛鳥村1-15

＜グループ構成員記入用リスト＞

5

Ⅲ． 建材流通（木材を扱わない事業者を除く)

グループ構成員に建材流通事業者（木材を扱わない事業者を除く）を含まない場合、及び、グループにおける地域材供給のルートにおいて
建材流通事業者（木材を扱わない事業者を除く）を含まないことがある場合、その理由

構成員
番号

建材流通（木材を扱わない事業者を除く)

所在地



＜様式 2-2・Ⅳ＞

注1

県
番号

事業者名

Ⅳ．

22 Ⅳ - 1 中国木材　株式会社

22 Ⅳ - 2 ポラテック富士　株式会社

25 Ⅳ - 3 ポラテック西日本　株式会社

Ⅳ - 4

Ⅳ - 5

Ⅳ - 6

Ⅳ - 7

Ⅳ - 8

Ⅳ - 9

Ⅳ - 10

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

注１）

※）

※）

※）

※）

業種（Ⅰ、Ⅱ・・・）毎に、それぞれ原則として１事業者以上の構成員（ただし、Ⅵ．施工については、年間住宅供給戸数が50戸程度未満の中小住宅生産
者が5事業者以上）による体制としてください。ただし、Ⅵ.施工以外の業種について、地域型住宅の特性に応じ、グループ構成員に一部の業種を含まな
い場合、及び、グループにおける地域材供給ルートにおいて一部の業種を含まないことがある場合は、その根拠を、当該業種の様式2-2に記載してくだ
さい。10事業者以上となる場合、構成員番号を連番で追加してください。

＜様式４－２＞適用申請書記載事項確認念書の内容を正確に転記して下さい。事業者名については、（株）や（有）等の略号は用いず、正式な法人名
を記入して下さい。

県番号は、県番号のワークシートを参照してください。

 Ⅰ～Ⅶ以外の業種の構成員がある場合は、Ⅷに記載してください。

行が不足する場合は、<業者多数版>の適用申請書の様式を使用してください。

焼津市飯淵2027

富士市大渕字元篤3800番地7

甲賀市甲賀町隠岐2403番地17

＜グループ構成員記入用リスト＞

3

Ⅳ． プレカット

グループ構成員にプレカット事業者を含まない場合、及び、グループにおける地域材供給のルートにおいてプレカット事業者を含まないこと
がある場合、その理由

構成員
番号

プレカット

所在地

構成員数：



＜様式 2-2・Ⅴ＞

注1

県
番号

事業者名

Ⅴ．

34 Ⅴ - 1 中国木材 株式会社

27 Ⅴ - 2 株式会社　賢

22 Ⅴ - 3 株式会社　建設のマルモ

22 Ⅴ - 4 株式会社　山田工務店　一級建築士事務所

22 Ⅴ - 5 株式会社　幹工務店　一級建築士事務所

22 Ⅴ - 6 AtelierSAKURA　有限会社　一級建築士事務所

23 Ⅴ - 7 澄川建築設計事務所

22 Ⅴ - 8 株式会社　鈴木建設　一級建築士事務所

23 Ⅴ - 9 小幡設計

23 Ⅴ - 10 コスモホーム　株式会社　一級建築士事務所

14 Ⅴ - 11 空建築家工房　株式会社　二級建築士事務所

22 Ⅴ - 12 さくらホーム　株式会社

23 Ⅴ - 13 株式会社　栄建

22 Ⅴ - 14 株式会社　小野田産業　一級建築士事務所

21 Ⅴ - 15 YAMAKA設計室木もく

22 Ⅴ - 16 株式会社　リンク　一級建築士事務所

23 Ⅴ - 17 桑原木材　株式会社

22 Ⅴ - 18 有限会社　富士ホームズデザイン

22 Ⅴ - 19 鎌倉建設　株式会社　一級建築士事務所

23 Ⅴ - 20 芳村建築設計事務所

22 Ⅴ - 21 株式会社　ヤマヨシホーム

22 Ⅴ - 22 ナガタ建築設計事務所

23 Ⅴ - 23 共和建設工業設計室

23 Ⅴ - 24 東海インプル建設　株式会社　一級建築士事務所

22 Ⅴ - 25 株式会社　建築工房礎　小早川一級建築士事務所

22 Ⅴ - 26 秀一級建築設計工房

23 Ⅴ - 27 神谷組工業建築士事務所

23 Ⅴ - 28 株式会社　大幸　一級建築士事務所

23 Ⅴ - 29 株式会社　オームラ設計

22 Ⅴ - 30 斉藤建築二級建築士事務所

23 Ⅴ - 31 共豊建築設計事務所

22 Ⅴ - 32 戸﨑建設　株式会社　一級建築士事務所

22 Ⅴ - 33 株式会社　片山建設　二級建築士事務所

構成員数：

＜グループ構成員記入用リスト＞

構成員
番号

87

Ⅴ． 設計

所在地

呉市郷原町字一ノ松光山626-50

グループ構成員に設計事業者を含まない場合、その理由

設計

焼津市三ヶ名1139-1

藤枝市高柳3丁目29-15

富士市大淵2235-186

豊田市深田町2-14-8

豊田市陣中町2-2-8

名古屋市緑区潮見が丘2丁目20

島田市東町2412-3

豊橋市東森岡2-1-10

豊橋市大橋通三丁目7番地

静岡市葵区籠上8-15

浜松市南区頭陀寺町351-2

知立市西町宮後56

安城市緑町1丁目25-1

三島市加屋町3-29

静岡市清水区梅田町13-8

岐阜市城東通2-44-2

浜松市東区半田山五丁目2-8

犬山市大字羽黒新田字下蝉屋38

富士市荒田島町11-88

浜松市北区初生町1177

掛川市大池2547-3

岡崎市東蔵前1-5-10

名古屋市緑区鳴海町字母呂後75

横浜市都筑区中川中央1-23-15　Ｔ‘Ｓビル201

静岡市葵区巴町72-11

長久手市下権田8番地の3

大阪市中央区東心斎橋一丁目11-13-1003

静岡市駿河区西島1038-2

焼津市柳新屋648-2

浜松市南区若林町2804-3

静岡市葵区沓谷3丁目1-5

名古屋市熱田区旗屋二丁目15-2



＜様式 2-2・Ⅴ＞

注1

県
番号

事業者名

Ⅴ． 構成員数：

＜グループ構成員記入用リスト＞

構成員
番号

87

Ⅴ． 設計

所在地

グループ構成員に設計事業者を含まない場合、その理由

設計

23 Ⅴ - 34 株式会社　伊藤建築工房

22 Ⅴ - 35 静岡三基　株式会社　一級建築士事務所

22 Ⅴ - 36 有限会社　空間工房　匠屋　二級建築士事務所

22 Ⅴ - 37 ほっと住まいる　株式会社　一級建築士事務所

23 Ⅴ - 38 白堂建築事務所

22 Ⅴ - 39 共栄住研一級建築士事務所

22 Ⅴ - 40 株式会社　和田工務店　一級建築士事務所

22 Ⅴ - 41 乗松建設　株式会社　一級建築士事務所

23 Ⅴ - 42 アルファホーム　株式会社

22 Ⅴ - 43 株式会社　岡田工務店　二級建築士事務所

23 Ⅴ - 44 小林建築事務所

23 Ⅴ - 45 株式会社　大東装建

22 Ⅴ - 46 幸和建工　株式会社

22 Ⅴ - 47 有限会社　岩崎工務店　一級建築士設計事務所

22 Ⅴ - 48 有限会社　ナップ建築設計室　一級建築士事務所

22 Ⅴ - 49 合同会社　青空設計　二級建築士事務所

22 Ⅴ - 50 友和建設　株式会社　二級建築設計事務所

22 Ⅴ - 51 河部建築二級設計事務所

22 Ⅴ - 52 有限会社　北川住建　二級建築士事務所

22 Ⅴ - 53 栁原建築工房一級建築士事務所

23 Ⅴ - 54 中部ﾎｰﾑｻｰﾋﾞｽ建築設計事務所

23 Ⅴ - 55 設計室　樹

22 Ⅴ - 56 有限会社　入野渥美建築　一級建築士事務所

22 Ⅴ - 57 株式会社　ワタックス一級建築士事務所

22 Ⅴ - 58 有限会社　石野建築設計事務所　二級建築士事務所

23 Ⅴ - 59 鈴木建築設計事務所

23 Ⅴ - 60 株式会社　河原工務店　一級建築士事務所

22 Ⅴ - 61 池田建築二級設計事務所

22 Ⅴ - 62 有限会社　岡本工務店　二級建築士事務所

22 Ⅴ - 63 はなまる建設　二級建築士事務所

23 Ⅴ - 64 早川二級建築事務所

浜松市北区三ヶ日町三ヶ日348-2

浜松市東区西ヶ崎町1068

豊橋市石巻本町字西下地60

浜松市西区入野町8966-4

浜松市浜北区内野台2-22-3

浜松市北区都田町7547-58

大府市若草町3-340

豊橋市八町通1-20

藤枝市田中2-1-28

浜松市中区高丘北三丁目11-24

浜松市北区三ケ日町平山1032

藤枝市高洲57-1

榛原郡吉田町住吉2838-1

豊橋市問屋町5-3

長久手市砂子306番地　ESCOIR202号

日進市岩崎町西の平64-2

日進市米野木町南荒田43-6

静岡市駿河区西脇1223番地の4

浜松市中区佐藤2-5-1

浜松市西区雄踏町2丁目24-30

掛川市本郷1440-1

豊橋市青竹町字青竹82-1

静岡市清水区下野緑町15-29

袋井市大門20-3

磐田市新開440

刈谷市野田町馬池3-1

浜松市中区早出町114-1

名古屋市緑区相原郷1-105-3

静岡市清水区袖師町510

富士宮市淀師114-9

浜松市東区市野町2543-2



＜様式 2-2・Ⅴ＞

注1

県
番号

事業者名

Ⅴ． 構成員数：

＜グループ構成員記入用リスト＞

構成員
番号

87

Ⅴ． 設計

所在地

グループ構成員に設計事業者を含まない場合、その理由

設計

22 Ⅴ - 65 ニューハウジング　株式会社　二級建築士事務所

23 Ⅴ - 66 一級建築士事務所木ぐみ舎

14 Ⅴ - 67 株式会社　沿線ハウジング

22 Ⅴ - 68 マサキ建築設計事務所

22 Ⅴ - 69 佐野真一級建築設計事務所

22 Ⅴ - 70 杉山一級建築士事務所

22 Ⅴ - 71 堀建築設計事務所　二級建築士事務所

23 Ⅴ - 72 ヒロ建築設計室

22 Ⅴ - 73 岩達建築設計事務所

22 Ⅴ - 74 株式会社　ナカノ建築工房

23 Ⅴ - 75 空間建築-傳 一級建築士事務所

23 Ⅴ - 76 畔柳１級建築士事務所

22 Ⅴ - 77 第一建設　株式会社　一級建築士事務所

22 Ⅴ - 78 バース設計工房一級建築士事務所

22 Ⅴ - 79 延建二級建築士事務所

22 Ⅴ - 80 バークレーの風　一級建築士事務所　

14 Ⅴ - 81 ポケットキューブ　一級建築士事務所

14 Ⅴ - 82 ポラテック富士　株式会社　一級建築士事務所

23 Ⅴ - 83 ポラテック西日本　株式会社　一級建築士事務所

22 Ⅴ - 84 アイカ設計工務室

22 Ⅴ - 85 +ＲｅＭｏ（リモ）建築設計

22 Ⅴ - 86 デザインハウス　株式会社　一級建築士事務所

22 Ⅴ - 87 デザインオフィス創造舎　一級建築士事務所

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

注１）

※）

※）

※）

※） ＜様式４－２＞適用申請書記載事項確認念書の内容を正確に転記して下さい。事業者名については、（株）や（有）等の略号は用いず、正式な法人名を
記入して下さい。

 Ⅰ～Ⅶ以外の業種の構成員がある場合は、Ⅷに記載してください。

行が不足する場合は、<業者多数版>の適用申請書の様式を使用してください。

名古屋市千種区桜が丘294　第17オオタビル2階

磐田市安久路2-30-6

浜松市中区富塚町3009-4

浜松市南区若林町1308-1

静岡市葵区人宿町2丁目6-10

御殿場市新橋1475-17-64

横浜市青葉区市ヶ尾町1152-3-306

相模原市緑区大山町6-7　橋本大山町ビル2階

業種（Ⅰ、Ⅱ・・・）毎に、それぞれ原則として１事業者以上の構成員（ただし、Ⅵ．施工については、年間住宅供給戸数が50戸程度未満の中小住宅生産
者が5事業者以上）による体制としてください。ただし、Ⅵ.施工以外の業種について、地域型住宅の特性に応じ、グループ構成員に一部の業種を含まな
い場合、及び、グループにおける地域材供給ルートにおいて一部の業種を含まないことがある場合は、その根拠を、当該業種の様式2-2に記載してくだ
さい。10事業者以上となる場合、構成員番号を連番で追加してください。

富士宮市羽鮒2399-5

富士市大渕3396-15

豊橋市多米中町二丁目17番地9

県番号は、県番号のワークシートを参照してください。

浜松市浜北区横須賀879-1　吉栄ビル2Ｆ

安城市里町森59-3

富士市永田町67-14

焼津市上泉561-1

静岡市駿河区みずほ3丁目10-9

静岡市葵区瀬名川1丁目15-38

藤枝市末広2丁目10-28

豊川市小坂井町大塚27-1

富士市中里1223-1

浜松市北区初生町1390

春日井市出川町2-10-19

横浜市旭区二俣川1-45-113



＜様式 2-2・Ⅵ-1＞

注1 注2 注3

県
番号

事業者名 代表者名 郵便番号

22 Ⅵ - 1 第一建設　株式会社 417-8538

22 Ⅵ - 2 五朋建設　株式会社 422-8006

22 Ⅵ - 3 株式会社　山田工務店 425-0074

22 Ⅵ - 4 株式会社　建設のマルモ 422-8045

23 Ⅵ - 5 トーリンホーム　株式会社 440-0073

22 Ⅵ - 6 有限会社　福工房 426-0067

22 Ⅵ - 7 株式会社　宮下工務店 433-8112

22 Ⅵ - 8 デザインハウス　株式会社 432-8051

22 Ⅵ - 9 株式会社　幹工務店 432-8051

23 Ⅵ - 10 株式会社　小幡建設 444-2145

22 Ⅵ - 11 株式会社　鈴木建設 436-0043

22 Ⅵ - 12 AtelierSAKURA　有限会社 420-0843

23 Ⅵ - 13 コスモホーム　株式会社 458-0801

14 Ⅵ - 14 空建築家工房　株式会社 224-0003

22 Ⅵ - 15 さくらホーム　株式会社 420-0843

23 Ⅵ - 16 株式会社　アニバーサリーホーム 474-0053

23 Ⅵ - 17 株式会社　栄建 480-1107

22 Ⅵ - 18 株式会社　甲静ハウジング 424-0008

22 Ⅵ - 19 株式会社　小野田産業 424-0948

14 Ⅵ - 20 株式会社　沿線ハウジング 241-0821

22 Ⅵ - 21 株式会社　不動産ねっと静岡 426-0041

22 Ⅵ - 22 株式会社　リンク 431-3125

23 Ⅵ - 23 桑原木材　株式会社 484-0888

22 Ⅵ - 24 小玉建設　株式会社 426-0067

22 Ⅵ - 25 株式会社　豊和工務店 435-0052

22 Ⅵ - 26 有限会社　富士ホームズデザイン 417-0043

22 Ⅵ - 27 鎌倉建設　株式会社 433-8112

23 Ⅵ - 28 株式会社　伴工務店 441-3211

22 Ⅵ - 29 株式会社　ヤマヨシホーム 420-0873

22 Ⅵ - 30 株式会社　つくし工房 435-0047

22 Ⅵ - 31 株式会社　総合開発 424-0823

23 Ⅵ - 32 株式会社　川合工務店 495-0001

22 Ⅵ - 33 株式会社　サン住宅 438-0072

23 Ⅵ - 34 株式会社　連瓦 440-0841

23 Ⅵ - 35 株式会社　創建 444-0113

21 Ⅵ - 36 ヤマカトラストホームズ　株式会社 500-8441

22 Ⅵ - 37 遠州建設　株式会社 432-8065

23 Ⅵ - 38 平澤建築 441-1231

163

電話番号

0545529064富士市永田町67-14

＜グループ構成員記入用リスト＞ Ⅵ． 施工-1

Ⅵ． 施工
（元請の年間新築住宅供給戸数が50戸未満の中
小住宅生産者が5事業者以上） 構成員数：

所在地
構成員
番号

静岡市駿河区曲金2-8-39 0542830777

焼津市柳新屋648-2 0546213838

静岡市駿河区西島1038-2 0542837052

豊橋市湊町60 0532559280

浜松市北区初生町964-2 0534372695

浜松市南区若林町1308-1 0534483270

掛川市大池2547-3 0537212131

静岡市葵区巴町72-11 0542093800

藤枝市前島1丁目10-8 0546315878

浜松市南区若林町2804-3 0534530719

岡崎市東蔵前1-5-10 0564452910

名古屋市緑区鳴海町字母呂後75 0526235371

横浜市都筑区中川中央1-23-15　Ｔ‘Ｓビル201 0459146900

静岡市葵区巴町72-11 0542091112

大府市柊山町3-236 0562456337

長久手市下権田8-3 0561633131

静岡市清水区押切1936 0543477077

静岡市清水区梅田町13-8 0543520167

横浜市旭区二俣川1-45-113 0454448001

藤枝市高柳2156-3 0542707007

浜松市東区半田山5丁目2-8 0534335088

犬山市大字羽黒新田字下蝉屋38 0568675111

藤枝市前島3丁目12-40 0546342255

浜松市東区天王町1489-1 0534211415

富士市荒田島町11-88 0545542231

浜松市北区初生町1177 0534360127

豊橋市伊古部町字北椎ノ木谷312 0532211521

静岡市葵区籠上8-15 0542750022

浜松市東区原島町39 0534612100

静岡市清水区島崎町7-21 0543552611

稲沢市祖父江町祖父江下川田35-13 0587970545

磐田市鳥之瀬20-2 0538342201

豊橋市西口町字西ノ口23-2 0532661355

額田郡幸田町菱池字下田9-1 0564627700

岐阜市城東通2丁目44-2 0582770714

浜松市南区高塚町4888 0534456288

豊川市一宮町幸206-2 0533922466



＜様式 2-2・Ⅵ-1＞

注1 注2 注3

県
番号

事業者名 代表者名 郵便番号

163

電話番号

＜グループ構成員記入用リスト＞ Ⅵ． 施工-1

Ⅵ． 施工
（元請の年間新築住宅供給戸数が50戸未満の中
小住宅生産者が5事業者以上） 構成員数：

所在地
構成員
番号

22 Ⅵ - 39 株式会社　ビルド21 435-0047

22 Ⅵ - 40 株式会社　あき工務店 434-0012

23 Ⅵ - 41 共和建設工業　株式会社 472-0023

23 Ⅵ - 42 東海インプル建設　株式会社 446-0055

22 Ⅵ - 43 株式会社　ハウジング松本 430-0845

22 Ⅵ - 44 株式会社　大亜住建 433-8119

22 Ⅵ - 45 株式会社　建築工房礎 411-0845

23 Ⅵ - 46 株式会社　荒木工務店 440-0837

23 Ⅵ - 47 神谷組工業　株式会社 471-0841

22 Ⅵ - 48 鳥坂建築　株式会社 424-0067

23 Ⅵ - 49 株式会社　大幸 471-0079

23 Ⅵ - 50 株式会社　オームラ設計 458-0043

23 Ⅵ - 51 有限会社　梅村工務店 470-0375

23 Ⅵ - 52 株式会社　オザキ建設 458-0009

23 Ⅵ - 53 株式会社　共豊エポック 441-1113

22 Ⅵ - 54 株式会社　イズ工務店 410-2318

22 Ⅵ - 55 斉藤建築 427-0011

22 Ⅵ - 56 有限会社　建築工房ユキ・アート 420-0067

22 Ⅵ - 57 戸﨑建設　株式会社 425-0071

22 Ⅵ - 58 有限会社　ネイチャーフィールド 438-0114

22 Ⅵ - 59 株式会社　ショーケンハウス 431-1111

23 Ⅵ - 60 株式会社　伊藤建築工房 458-0033

22 Ⅵ - 61 有限会社　インターコラボデザイン 430-0947

22 Ⅵ - 62 株式会社　片山建設 426-0041

22 Ⅵ - 63 静岡三基　株式会社 424-0037

22 Ⅵ - 64 有限会社　松下建築 437-1622

22 Ⅵ - 65 株式会社　共栄住研 424-0013

22 Ⅵ - 66 株式会社　和田工務店 437-0038

22 Ⅵ - 67 有限会社　住地ホーム 421-0111

23 Ⅵ - 68 アルファホーム　株式会社 448-0803

22 Ⅵ - 69 スミコーホームズ　株式会社 433-8111

22 Ⅵ - 70 ほっと住まいる　株式会社 435-0051

23 Ⅵ - 71 有限会社　近藤住建 497-0055

23 Ⅵ - 72 有限会社　Dウッドホーム　 470-2303

22 Ⅵ - 73 乗松建設　株式会社 438-0113

22 Ⅵ - 74 瀧口建設　株式会社 433-8104

22 Ⅵ - 75 株式会社　岡田工務店 435-0054

22 Ⅵ - 76 有限会社　空間工房　匠屋 418-0001

浜松市東区原島町39 0534612100

浜松市浜北区中瀬9487-2 0535883791

知立市西町宮後56 0566810336

安城市緑町1丁目25-1 0566746651

浜松市南区中田島町544-1 0534416162

浜松市中区高丘北2丁目57-17 0534369115

三島市加屋町3-26 0559713700

豊橋市三ノ輪町字本興寺3-272 0532616157

豊田市深田町2-14-8 0565281351

静岡市清水区鳥坂618-10 0543456080

豊田市陣中町2-2-8 0565322213

名古屋市緑区万場山2丁目806 0528965662

豊田市亀首町町屋洞38 0565441234

名古屋市緑区平手南2-410 0528778200

豊橋市東森岡2-1-10 0532882614

伊豆の国市白山堂324-4 0558764444

島田市東町2412-3 0547395870

静岡市葵区幸町27-1 0546533700

焼津市三ヶ名1139-1 0546296188

磐田市合代島406-1 0539630788

浜松市西区伊佐地町8133-2 0534843211

名古屋市緑区相原郷1-105-3 0528968711

浜松市中区松城町201-11 0534521102

藤枝市高柳3丁目29-15 0546357022

静岡市清水区袖師町510 0543661131

御前崎市白羽3373 0548634007

静岡市清水区下野緑町15-29 0543667771

袋井市大門20-3 0538423838

静岡市駿河区丸子新田223 0542578250

刈谷市野田町馬池3-1 0566212022

浜松市中区葵西1丁目13-1 0534390551

浜松市東区市野町2212-1 0535711629

海部郡蟹江町源氏1丁目21 0567959668

知多郡武豊町字祠峰2-55 0569849888

磐田市新開440 0539622020

浜松市北区東三方町447-10 0534385388

浜松市中区早出町114-1 0534648181

富士宮市万野原新田3322-11-1 0544227056



＜様式 2-2・Ⅵ-1＞

注1 注2 注3

県
番号

事業者名 代表者名 郵便番号

163

電話番号

＜グループ構成員記入用リスト＞ Ⅵ． 施工-1

Ⅵ． 施工
（元請の年間新築住宅供給戸数が50戸未満の中
小住宅生産者が5事業者以上） 構成員数：

所在地
構成員
番号

23 Ⅵ - 77 株式会社　空間建築-傳 440-0027

22 Ⅵ - 78 テイクハウス設計室 418-0039

22 Ⅵ - 79 株式会社　マルミネ 417-0855

22 Ⅵ - 80 幸和建工　株式会社 422-8044

23 Ⅵ - 81 有限会社　小林工務店 470-0131

22 Ⅵ - 82 株式会社　樹々匠建設 434-0037

22 Ⅵ - 83 有限会社　岩崎工務店 430-0807

22 Ⅵ - 84 有限会社　笠井建築 418-0013

23 Ⅵ - 85 株式会社　大東装建 470-0111

22 Ⅵ - 86 鈴清建築 436-0116

22 Ⅵ - 87 株式会社　丸正中村建築 431-0102

23 Ⅵ - 88 有限会社　豊友工務店 442-0863

23 Ⅵ - 89 ハウス成田建設　株式会社 446-0001

22 Ⅵ - 90 大瀧建築 431-0201

22 Ⅵ - 91 ダイニチ　株式会社 421-0421

22 Ⅵ - 92 株式会社　塚本工務店 426-0029

22 Ⅵ - 93 友和建設　株式会社 433-8119

22 Ⅵ - 94 有限会社　セイホ須山工務店 432-8007

23 Ⅵ - 95 有限会社　トウシンホーム 441-8006

23 Ⅵ - 96 鈴木建築事務所 441-3141

23 Ⅵ - 97 株式会社　ナチュラルハウス 470-1214

23 Ⅵ - 98 時務建設　株式会社 447-0831

22 Ⅵ - 99 すど加藤建築 417-0826

13 Ⅵ - 100 株式会社　いとう建築 187-0031

22 Ⅵ - 101 有限会社　建築工芸かなもり 418-0012

22 Ⅵ - 102 総合建設　のなか 418-0021

22 Ⅵ - 103 立花建設　株式会社 424-0803

22 Ⅵ - 104 栁原建築工房 421-0301

22 Ⅵ - 105 有限会社　入野渥美建築 432-8061

22 Ⅵ - 106 井ノ口建築 431-0201

22 Ⅵ - 107 有限会社　北川住建 426-0046

22 Ⅵ - 108 有限会社　石野建築設計事務所 431-2102

22 Ⅵ - 109 ハンドメイド　有限会社 434-0033

22 Ⅵ - 110 勝斎藤建設　株式会社 431-0201

23 Ⅵ - 111 有限会社　晃林ハウス 441-8134

22 Ⅵ - 112 ニューハウジング　株式会社 433-8112

23 Ⅵ - 113 株式会社　金子工務店 457-0025

23 Ⅵ - 114 マルヒロ建設 441-3147

豊橋市多米中町2丁目17-9 0532262345

富士宮市野中961-7 0544279030

富士市三ツ沢853 0545222269

静岡市駿河区西脇1223-4 0542822719

日進市岩崎町新ラ田94-26 0561569111

浜松市浜北区沼222-8 0535853222

浜松市中区佐藤2-5-1 0534616067

富士宮市大岩366-8 0544237226

日進市米野木町南荒田43-6 0561425547

掛川市西山48 0537261689

浜松市西区雄踏町字布見4625-4 0535927700

豊川市平尾町六光寺72-3 0533883437

安城市里町三郎212 0566981031

浜松市西区篠原町20015 0534489559

牧之原市細江1445-1 0548228101

藤枝市益津362-14 0546415098

浜松市中区高丘北3丁目11-24 0534376911

浜松市西区神原町795 0534852495

豊橋市高洲町字向島78 0532332903

豊橋市大岩町字北山212 0532655970

豊田市福受町背戸側124-4 0565215233

碧南市入船町5-9 0566485356

富士市中里新富町1165-1 0545343316

小平市小川東5丁目6-15 0423459071

富士宮市村山204-5 0544252126

富士宮市杉田501-15 0544270554

静岡市清水区宮下町8-1 0543645550

榛原郡吉田町住吉2838-1 0548332959

浜松市西区入野町8966-4 0534480958

浜松市西区篠原町955-3 0534474617

藤枝市高洲57-1 0546341555

浜松市北区都田町7547-58 0534282522

浜松市浜北区西美薗172-2 0535877922

浜松市西区篠原町20131 0534481223

豊橋市植田町奥ノ谷30 0532251789

浜松市北区初生町1390 0534365838

名古屋市南区白雲町170 0528227713

豊橋市大岩町火打坂27-1 0532635591



＜様式 2-2・Ⅵ-1＞

注1 注2 注3

県
番号

事業者名 代表者名 郵便番号

163

電話番号

＜グループ構成員記入用リスト＞ Ⅵ． 施工-1

Ⅵ． 施工
（元請の年間新築住宅供給戸数が50戸未満の中
小住宅生産者が5事業者以上） 構成員数：

所在地
構成員
番号

22 Ⅵ - 115 有限会社　寺坂工務店 422-8033

22 Ⅵ - 116 株式会社　小林建設 422-8043

22 Ⅵ - 117 堀田建築　有限会社 424-0008

22 Ⅵ - 118 大場建築 434-0042

22 Ⅵ - 119 株式会社　ワタックス 434-0045

22 Ⅵ - 120 株式会社　WEST-STYLE 431-0411

22 Ⅵ - 121 有限会社　オサダ建築 430-0904

23 Ⅵ - 122 株式会社　鈴寅工務店 440-0061

23 Ⅵ - 123 近田建築 441-1115

23 Ⅵ - 124 鈴建ホーム 474-0022

23 Ⅵ - 125 株式会社　河原工務店 440-0806

22 Ⅵ - 126 かのう建築 420-0876

22 Ⅵ - 127 M&Aナカノ 431-0203

22 Ⅵ - 128 シマ建築 436-0222

22 Ⅵ - 129 岩達建築設計事務所 417-0826

22 Ⅵ - 130 バース設計工房　一級建築士事務所 419-0316

22 Ⅵ - 131 有限会社　河原崎住建 436-0114

22 Ⅵ - 132 伊東建築工業 417-0847

23 Ⅵ - 133 早川建築 441-1115

23 Ⅵ - 134 有限会社　中西建設 441-3301

21 Ⅵ - 135 株式会社　野中工務店 509-0201

22 Ⅵ - 136 池田建築 426-0012

22 Ⅵ - 137 有限会社　大俊工務店 411-0044

22 Ⅵ - 138 建新　株式会社 410-2131

22 Ⅵ - 139 有限会社　三栄ホーム 419-0114

23 Ⅵ - 140 有限会社　住宅設計工房 473-0911

23 Ⅵ - 141 住まいの工房樹 480-1112

22 Ⅵ - 142 杉山建築 436-0343

22 Ⅵ - 143 有限会社　岡本工務店 431-1414

22 Ⅵ - 144 有限会社　由和建設 431-3113

22 Ⅵ - 145 はなまる建設 431-3115

22 Ⅵ - 146 株式会社　清建築工務店 432-8061

22 Ⅵ - 147 株式会社　中村工務店 431-3313

23 Ⅵ - 148 鈴伸建築 441-8066

23 Ⅵ - 149 丸田おおた建築　有限会社 441-3421

22 Ⅵ - 150 有限会社　小幡建築 431-0431

23 Ⅵ - 151 有限会社　家康 441-1103

23 Ⅵ - 152 伊藤大工舎 441-8151

静岡市駿河区登呂1丁目20 0542854622

静岡市駿河区中田本町34-9 0542826510

静岡市清水区押切1200-10 0543454551

浜松市浜北区小松3480 0535864536

浜松市浜北区内野台2-22-3 0535861938

湖西市入出1155 0535781760

浜松市中区中沢町2-13 0534762407

豊橋市飽海町37 0532548532

豊橋市石巻本町字市場33 0532881136

大府市若草町3-340 0562466122

豊橋市八町通1-20 0532522040

静岡市葵区平和1丁目2-36-7 0542712551

浜松市西区馬郡町3808 0535923824

掛川市下垂木2007-12 0537212422

富士宮市中里1223-1 0545381363

富士宮市羽鮒2399-5 0544654002

掛川市高田891-6 0537262263

富士市比奈1217 0545344824

豊橋市石巻本町字西下地60 0532884572

豊橋市老津町字大津中120-2 0532230043

可児市川合177-2 0574633865

藤枝市田中2-1-28 0546433608

三島市徳倉2-8-8 0559874600

伊豆の国市長崎352 0559497912

田方郡函南町仁田82-6 0559796100

豊田市本町石根33-1 0565521211

長久手市砂子306　ESCOIR202号 0561612875

掛川市五明454-2 0537291622

浜松市北区三ケ日町三ケ日348-2 0535241575

浜松市東区大瀬町1211-27 0534333422

浜松市東区西ヶ崎町1068 0534332303

浜松市西区入野町925-1 0534481168

浜松市天竜区二俣町鹿島539-4 0539252354

豊橋市王ヶ崎町字宮脇21-1 0532461756

田原市田原町柳沢63-12 0531224416

湖西市鷲津2087-2 0535761674

豊橋市石巻萩平町字城脇148 0532881480

豊橋市曙町字若松17-3 0532371566



＜様式 2-2・Ⅵ-1＞

注1 注2 注3

県
番号

事業者名 代表者名 郵便番号

163

電話番号

＜グループ構成員記入用リスト＞ Ⅵ． 施工-1

Ⅵ． 施工
（元請の年間新築住宅供給戸数が50戸未満の中
小住宅生産者が5事業者以上） 構成員数：

所在地
構成員
番号

23 Ⅵ - 153 株式会社　創基 441-8104

22 Ⅵ - 154 見野建築 430-0814

22 Ⅵ - 155 岩崎建築　株式会社 424-0413

22 Ⅵ - 156 大得工務店 430-0834

23 Ⅵ - 157 建築worksナベプロ 445-0877

22 Ⅵ - 158 総合建設　延建 417-0801

22 Ⅵ - 159 佐藤建築 418-0011

23 Ⅵ - 160 成瀬建築 444-0112

23 Ⅵ - 161 木ぐみ舎 487-0025

22 Ⅵ - 162 堀建築設計事務所 426-0065

22 Ⅵ - 163 株式会社　創造舎 420-0037

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

注１）

注２）

注３）

※）

※）

※）

※）

※）

※）

Ⅵ．施工については、所在地は本社の情報、戸数については支社や営業所等を含む会社全体の戸数を記入してください。ま
た、「直近３年平均」とは平成23年から25年の3カ年における1年当たりの平均を記載して下さい。

平成25年（1月～12月）実績の大きい事業者から順に記載してください。

 Ⅰ～Ⅶ以外の業種の構成員がある場合は、Ⅷ以降に記載してください。

行が不足する場合は、<業者多数版>の適用申請書の様式を使用してください。

＜様式４－１＞適用申請書記載事項確認念書の内容を正確に転記して下さい。事業者名については、（株）や（有）等の略号は
用いず、正式な法人名を記入して下さい。

県番号は、県番号のワークシートを参照してください。

郵便番号は、半角文字で、ハイフン付きで入力してください。（例：000-0000）

電話番号は、半角文字でハイフンやかっこを入れずに入力してください。（例：00000000000）

業種（Ⅰ、Ⅱ・・・）毎に、それぞれ原則として１事業者以上の構成員（ただし、Ⅵ．施工については、年間住宅供給戸数が50戸程
度未満の中小住宅生産者が5事業者以上）による体制としてください。10事業者以上となる場合、構成員番号を連番で追加して
ください。

豊橋市山田2番町78-1 0532464849

浜松市南区恩地町432-4 0534255554

静岡市清水区西里481-1 0543952122

浜松市南区松島町187 0534885566

西尾市山下町東八幡山46-1　ノヴァントゥーノＢ-8 0563772137

富士市大渕3396-15 0545361771

富士宮市粟倉65-40 0544270238

静岡市葵区人宿町2丁目6-10 0542502121

額田郡幸田町北鷲田字山屋敷30 0564621876

春日井市出川町2-10-19 0568702146

藤枝市末広2丁目10-28 0546350706



＜様式 2-2・Ⅵ-2＞

注1 注1 注４ 注５ 注６ 注７

県
番号

補助金
の活用
実績

被災地
に該当

省エネ
講習

修了済

省エネ
講習
受講
予定

52 0 0 0

○ ○ ○ ○

22 Ⅵ - 1 戸 戸 戸 戸

22 Ⅵ - 2 戸 戸 戸 戸 ○

22 Ⅵ - 3 戸 戸 戸 戸

22 Ⅵ - 4 戸 戸 戸 戸 ○

23 Ⅵ - 5 戸 戸 戸 戸

22 Ⅵ - 6 戸 戸 戸 戸

22 Ⅵ - 7 戸 戸 戸 戸

22 Ⅵ - 8 戸 戸 戸 戸

22 Ⅵ - 9 戸 戸 戸 戸

23 Ⅵ - 10 戸 戸 戸 戸 ○

22 Ⅵ - 11 戸 戸 戸 戸 ○

22 Ⅵ - 12 戸 戸 戸 戸 ○

23 Ⅵ - 13 戸 戸 戸 戸

14 Ⅵ - 14 戸 戸 戸 戸 ○

22 Ⅵ - 15 戸 戸 戸 戸

23 Ⅵ - 16 戸 戸 戸 戸 ○

23 Ⅵ - 17 戸 戸 戸 戸 ○

22 Ⅵ - 18 戸 戸 戸 戸

22 Ⅵ - 19 戸 戸 戸 戸 ○

14 Ⅵ - 20 戸 戸 戸 戸 ○

22 Ⅵ - 21 戸 戸 戸 戸

22 Ⅵ - 22 戸 戸 戸 戸

23 Ⅵ - 23 戸 戸 戸 戸 ○

22 Ⅵ - 24 戸 戸 戸 戸

22 Ⅵ - 25 戸 戸 戸 戸

22 Ⅵ - 26 戸 戸 戸 戸 ○

22 Ⅵ - 27 戸 戸 戸 戸 ○

23 Ⅵ - 28 戸 戸 戸 戸 ○

22 Ⅵ - 29 戸 戸 戸 戸

22 Ⅵ - 30 戸 戸 戸 戸

22 Ⅵ - 31 戸 戸 戸 戸

23 Ⅵ - 32 戸 戸 戸 戸

22 Ⅵ - 33 戸 戸 戸 戸

23 Ⅵ - 34 戸 戸 戸 戸

23 Ⅵ - 35 戸 戸 戸 戸 ○

21 Ⅵ - 36 戸 戸 戸 戸 ○

22 Ⅵ - 37 戸 戸 戸 戸

23 Ⅵ - 38 戸 戸 戸 戸

22 Ⅵ - 39 戸 戸 戸 戸

元請の新築住宅供給戸数 うち木造の長期優良住宅

直近3年平均

27

25

Ｈ25年実績

30

30

25

40

0

＜グループ構成員記入用リスト＞ Ⅵ． 施工-2

構成員
番号

事業者名 平成25年（1月～12月）実績

130

35

40

30

Ⅵ． 施工
直近3年平均Ｈ25年実績

（元請の年間新築住宅供給戸数が50戸
未満の中小住宅生産者が5事業者以

上）

第一建設　株式会社

五朋建設　株式会社

29

25

0

1

株式会社　鈴木建設 25

株式会社　山田工務店

31

30

30

株式会社　建設のマルモ

トーリンホーム　株式会社

デザインハウス　株式会社

株式会社　幹工務店

株式会社　小幡建設

31

有限会社　福工房

0

株式会社　宮下工務店 0

0

34

28

130

36

33

33

1

25

5

1

0

0

9

1

24

5

1

7

23 3 2

25 21 5 5

コスモホーム　株式会社 22 0 024

AtelierSAKURA　有限会社

空建築家工房　株式会社 23 25 2 2

さくらホーム　株式会社 23 23 0 0

株式会社　アニバーサリーホーム 23 20 2 2

株式会社　栄建 22 25 20 22

株式会社　甲静ハウジング 22 23 1 1

株式会社　小野田産業 22 19 0 4

株式会社　沿線ハウジング 20 20 1 1

株式会社　不動産ねっと静岡 20 15 0 0

株式会社　リンク 20 15 0 0

桑原木材　株式会社 19 24 0 2

小玉建設　株式会社 17 17 0 0

株式会社　豊和工務店 16 15 0 0

有限会社　富士ホームズデザイン 16 10 15 6

鎌倉建設　株式会社 15 15 5 5

株式会社　伴工務店 15 15 4 4

株式会社　ヤマヨシホーム 15 15 0 0

株式会社　つくし工房 15 15 3 2

株式会社　総合開発 13 15 0 0

株式会社　川合工務店 12 12 4 4

株式会社　サン住宅 12 12 0 0

株式会社　連瓦 12 12 0 0

株式会社　創建 12 11 0 2

ヤマカトラストホームズ　株式会社 12 10 4 3

遠州建設　株式会社 11 9 0 0

平澤建築 10 10 0 0

株式会社　ビルド21 10 10 0 0



＜様式 2-2・Ⅵ-2＞

注1 注1 注４ 注５ 注６ 注７

県
番号

補助金
の活用
実績

被災地
に該当

省エネ
講習

修了済

省エネ
講習
受講
予定

52 0 0 0

○ ○ ○ ○

元請の新築住宅供給戸数 うち木造の長期優良住宅

直近3年平均 Ｈ25年実績

＜グループ構成員記入用リスト＞ Ⅵ． 施工-2

構成員
番号

事業者名 平成25年（1月～12月）実績

Ⅵ． 施工
直近3年平均Ｈ25年実績

（元請の年間新築住宅供給戸数が50戸
未満の中小住宅生産者が5事業者以

上）

22 Ⅵ - 40 戸 戸 戸 戸

23 Ⅵ - 41 戸 戸 戸 戸 ○

23 Ⅵ - 42 戸 戸 戸 戸 ○

22 Ⅵ - 43 戸 戸 戸 戸

22 Ⅵ - 44 戸 戸 戸 戸

22 Ⅵ - 45 戸 戸 戸 戸

23 Ⅵ - 46 戸 戸 戸 戸

23 Ⅵ - 47 戸 戸 戸 戸 ○

22 Ⅵ - 48 戸 戸 戸 戸 ○

23 Ⅵ - 49 戸 戸 戸 戸 ○

23 Ⅵ - 50 戸 戸 戸 戸 ○

23 Ⅵ - 51 戸 戸 戸 戸 ○

23 Ⅵ - 52 戸 戸 戸 戸 ○

23 Ⅵ - 53 戸 戸 戸 戸 ○

22 Ⅵ - 54 戸 戸 戸 戸 ○

22 Ⅵ - 55 戸 戸 戸 戸 ○

22 Ⅵ - 56 戸 戸 戸 戸 ○

22 Ⅵ - 57 戸 戸 戸 戸 ○

22 Ⅵ - 58 戸 戸 戸 戸

22 Ⅵ - 59 戸 戸 戸 戸

23 Ⅵ - 60 戸 戸 戸 戸

22 Ⅵ - 61 戸 戸 戸 戸 ○

22 Ⅵ - 62 戸 戸 戸 戸

22 Ⅵ - 63 戸 戸 戸 戸

22 Ⅵ - 64 戸 戸 戸 戸 ○

22 Ⅵ - 65 戸 戸 戸 戸 ○

22 Ⅵ - 66 戸 戸 戸 戸 ○

22 Ⅵ - 67 戸 戸 戸 戸

23 Ⅵ - 68 戸 戸 戸 戸 ○

22 Ⅵ - 69 戸 戸 戸 戸

22 Ⅵ - 70 戸 戸 戸 戸 ○

23 Ⅵ - 71 戸 戸 戸 戸 ○

23 Ⅵ - 72 戸 戸 戸 戸 ○

22 Ⅵ - 73 戸 戸 戸 戸

22 Ⅵ - 74 戸 戸 戸 戸

22 Ⅵ - 75 戸 戸 戸 戸

22 Ⅵ - 76 戸 戸 戸 戸

23 Ⅵ - 77 戸 戸 戸 戸

22 Ⅵ - 78 戸 戸 戸 戸

株式会社　あき工務店 10 10 0 0

共和建設工業　株式会社 10 10 8 5

東海インプル建設　株式会社 10 10 1 2

株式会社　ハウジング松本 10 10 0 0

株式会社　大亜住建 10 10 0 1

株式会社　建築工房礎 10 9 0 0

株式会社　荒木工務店 9 9 0 0

神谷組工業　株式会社 9 8 1 0

鳥坂建築　株式会社 8 8 1 0

株式会社　大幸 8 6 2 2

株式会社　オームラ設計 7 7 3 3

有限会社　梅村工務店 7 7 3 3

株式会社　オザキ建設 7 7 0 4

株式会社　共豊エポック 7 7 0 1

株式会社　イズ工務店 7 5 1 1

斉藤建築 7 4 0 0

有限会社　建築工房ユキ・アート 6 7 1 2

戸﨑建設　株式会社 6 7 0 0

有限会社　ネイチャーフィールド 6 7 0 0

株式会社　ショーケンハウス 6 6 0 0

株式会社　伊藤建築工房 6 6 0 0

有限会社　インターコラボデザイン 6 5 3 3

株式会社　片山建設 6 5 0 0

静岡三基　株式会社 6 5 0 0

有限会社　松下建築 6 4 1 0

株式会社　共栄住研 5 7 0 3

株式会社　和田工務店 5 7 0 1

有限会社　住地ホーム 5 7 0 0

アルファホーム　株式会社 5 6 0 2

スミコーホームズ　株式会社 5 6 0 0

ほっと住まいる　株式会社 5 5 3 4

有限会社　近藤住建 5 5 1 1

有限会社　Dウッドホーム　 5 5 0 1

乗松建設　株式会社 5 5 0 0

瀧口建設　株式会社 5 5 0 0

株式会社　岡田工務店 5 5 0 0

有限会社　空間工房　匠屋 5 5 0 0

株式会社　空間建築-傳 5 5 2 2

テイクハウス設計室 5 5 0 0



＜様式 2-2・Ⅵ-2＞

注1 注1 注４ 注５ 注６ 注７

県
番号

補助金
の活用
実績

被災地
に該当

省エネ
講習

修了済

省エネ
講習
受講
予定

52 0 0 0

○ ○ ○ ○

元請の新築住宅供給戸数 うち木造の長期優良住宅

直近3年平均 Ｈ25年実績

＜グループ構成員記入用リスト＞ Ⅵ． 施工-2

構成員
番号

事業者名 平成25年（1月～12月）実績

Ⅵ． 施工
直近3年平均Ｈ25年実績

（元請の年間新築住宅供給戸数が50戸
未満の中小住宅生産者が5事業者以

上）

22 Ⅵ - 79 戸 戸 戸 戸

22 Ⅵ - 80 戸 戸 戸 戸

23 Ⅵ - 81 戸 戸 戸 戸 ○

22 Ⅵ - 82 戸 戸 戸 戸

22 Ⅵ - 83 戸 戸 戸 戸

22 Ⅵ - 84 戸 戸 戸 戸

23 Ⅵ - 85 戸 戸 戸 戸 ○

22 Ⅵ - 86 戸 戸 戸 戸

22 Ⅵ - 87 戸 戸 戸 戸

23 Ⅵ - 88 戸 戸 戸 戸

23 Ⅵ - 89 戸 戸 戸 戸 ○

22 Ⅵ - 90 戸 戸 戸 戸 ○

22 Ⅵ - 91 戸 戸 戸 戸

22 Ⅵ - 92 戸 戸 戸 戸

22 Ⅵ - 93 戸 戸 戸 戸

22 Ⅵ - 94 戸 戸 戸 戸

23 Ⅵ - 95 戸 戸 戸 戸

23 Ⅵ - 96 戸 戸 戸 戸

23 Ⅵ - 97 戸 戸 戸 戸

23 Ⅵ - 98 戸 戸 戸 戸

22 Ⅵ - 99 戸 戸 戸 戸

13 Ⅵ - 100 戸 戸 戸 戸

22 Ⅵ - 101 戸 戸 戸 戸

22 Ⅵ - 102 戸 戸 戸 戸

22 Ⅵ - 103 戸 戸 戸 戸 ○

22 Ⅵ - 104 戸 戸 戸 戸

22 Ⅵ - 105 戸 戸 戸 戸

22 Ⅵ - 106 戸 戸 戸 戸

22 Ⅵ - 107 戸 戸 戸 戸

22 Ⅵ - 108 戸 戸 戸 戸 ○

22 Ⅵ - 109 戸 戸 戸 戸

22 Ⅵ - 110 戸 戸 戸 戸

23 Ⅵ - 111 戸 戸 戸 戸

22 Ⅵ - 112 戸 戸 戸 戸

23 Ⅵ - 113 戸 戸 戸 戸

23 Ⅵ - 114 戸 戸 戸 戸

22 Ⅵ - 115 戸 戸 戸 戸 ○

22 Ⅵ - 116 戸 戸 戸 戸

22 Ⅵ - 117 戸 戸 戸 戸

株式会社　マルミネ 4 6 0 0

幸和建工　株式会社 4 5 0 0

有限会社　小林工務店 4 5 3 1

株式会社　樹々匠建設 4 4 2 3

有限会社　岩崎工務店 4 4 0 0

有限会社　笠井建築 4 4 0 0

株式会社　大東装建 4 2 1 1

鈴清建築 3 3 0 0

株式会社　丸正中村建築 3 3 0 0

有限会社　豊友工務店 3 3 0 0

ハウス成田建設　株式会社 3 3 1 1

大瀧建築 3 3 1 1

ダイニチ　株式会社 3 3 0 0

株式会社　塚本工務店 3 3 0 0

友和建設　株式会社 3 3 0 0

有限会社　セイホ須山工務店 3 3 0 0

有限会社　トウシンホーム 3 3 0 0

鈴木建築事務所 3 3 0 0

株式会社　ナチュラルハウス 3 3 0 0

時務建設　株式会社 3 3 0 0

すど加藤建築 3 3 0 0

株式会社　いとう建築 3 3 0 0

有限会社　建築工芸かなもり 3 3 0 0

総合建設　のなか 3 3 0 0

立花建設　株式会社 2 4 2 3

栁原建築工房 2 4 0 1

有限会社　入野渥美建築 2 3 0 0

井ノ口建築 2 3 0 0

有限会社　北川住建 2 3 0 0

有限会社　石野建築設計事務所 2 3 0 1

ハンドメイド　有限会社 2 3 0 0

勝斎藤建設　株式会社 2 3 0 0

有限会社　晃林ハウス 2 3 0 0

ニューハウジング　株式会社 2 3 0 0

株式会社　金子工務店 2 2 0 0

マルヒロ建設 2 2 1 1

有限会社　寺坂工務店 2 2 0 0

株式会社　小林建設 2 2 0 0

堀田建築　有限会社 2 2 0 0



＜様式 2-2・Ⅵ-2＞

注1 注1 注４ 注５ 注６ 注７

県
番号

補助金
の活用
実績

被災地
に該当

省エネ
講習

修了済

省エネ
講習
受講
予定

52 0 0 0

○ ○ ○ ○

元請の新築住宅供給戸数 うち木造の長期優良住宅

直近3年平均 Ｈ25年実績

＜グループ構成員記入用リスト＞ Ⅵ． 施工-2

構成員
番号

事業者名 平成25年（1月～12月）実績

Ⅵ． 施工
直近3年平均Ｈ25年実績

（元請の年間新築住宅供給戸数が50戸
未満の中小住宅生産者が5事業者以

上）

22 Ⅵ - 118 戸 戸 戸 戸

22 Ⅵ - 119 戸 戸 戸 戸

22 Ⅵ - 120 戸 戸 戸 戸

22 Ⅵ - 121 戸 戸 戸 戸

23 Ⅵ - 122 戸 戸 戸 戸

23 Ⅵ - 123 戸 戸 戸 戸

23 Ⅵ - 124 戸 戸 戸 戸

23 Ⅵ - 125 戸 戸 戸 戸 ○

22 Ⅵ - 126 戸 戸 戸 戸

22 Ⅵ - 127 戸 戸 戸 戸 ○

22 Ⅵ - 128 戸 戸 戸 戸

22 Ⅵ - 129 戸 戸 戸 戸

22 Ⅵ - 130 戸 戸 戸 戸

22 Ⅵ - 131 戸 戸 戸 戸 ○

22 Ⅵ - 132 戸 戸 戸 戸

23 Ⅵ - 133 戸 戸 戸 戸

23 Ⅵ - 134 戸 戸 戸 戸

21 Ⅵ - 135 戸 戸 戸 戸

22 Ⅵ - 136 戸 戸 戸 戸

22 Ⅵ - 137 戸 戸 戸 戸 ○

22 Ⅵ - 138 戸 戸 戸 戸

22 Ⅵ - 139 戸 戸 戸 戸

23 Ⅵ - 140 戸 戸 戸 戸

23 Ⅵ - 141 戸 戸 戸 戸 ○

22 Ⅵ - 142 戸 戸 戸 戸 ○

22 Ⅵ - 143 戸 戸 戸 戸

22 Ⅵ - 144 戸 戸 戸 戸

22 Ⅵ - 145 戸 戸 戸 戸

22 Ⅵ - 146 戸 戸 戸 戸

22 Ⅵ - 147 戸 戸 戸 戸

23 Ⅵ - 148 戸 戸 戸 戸

23 Ⅵ - 149 戸 戸 戸 戸

22 Ⅵ - 150 戸 戸 戸 戸

23 Ⅵ - 151 戸 戸 戸 戸

23 Ⅵ - 152 戸 戸 戸 戸

23 Ⅵ - 153 戸 戸 戸 戸

22 Ⅵ - 154 戸 戸 戸 戸 ○

22 Ⅵ - 155 戸 戸 戸 戸

22 Ⅵ - 156 戸 戸 戸 戸 ○

大場建築 2 2 0 0

株式会社　ワタックス 2 2 0 0

株式会社　WEST-STYLE 2 2 0 0

有限会社　オサダ建築 2 2 0 0

株式会社　鈴寅工務店 2 2 0 0

近田建築 2 2 0 0

鈴建ホーム 2 2 0 0

株式会社　河原工務店 2 2 0 0

かのう建築 2 2 0 0

M&Aナカノ 2 2 0 0

シマ建築 2 2 0 0

岩達建築設計事務所 2 2 0 0

バース設計工房　一級建築士事務所 2 2 0 0

有限会社　河原崎住建 1 2 1 0

伊東建築工業 1 2 0 0

早川建築 1 2 0 0

有限会社　中西建設 1 2 0 0

株式会社　野中工務店 1 1 0 0

池田建築 1 1 1 1

有限会社　大俊工務店 1 1 0 2

建新　株式会社 1 1 0 0

有限会社　三栄ホーム 1 1 0 0

有限会社　住宅設計工房 1 1 0 0

住まいの工房樹 1 1 0 0

杉山建築 1 1 0 0

有限会社　岡本工務店 1 1 0 0

有限会社　由和建設 1 1 0 0

はなまる建設 1 1 0 0

株式会社　清建築工務店 1 1 0 0

株式会社　中村工務店 1 1 0 0

鈴伸建築 1 1 0 0

丸田おおた建築　有限会社 1 1 0 0

有限会社　小幡建築 1 1 0 0

有限会社　家康 1 1 0 0

伊藤大工舎 1 1 0 0

株式会社　創基 1 1 0 0

見野建築 1 1 0 1

岩崎建築　株式会社 1 1 0 0

大得工務店 1 1 0 0



＜様式 2-2・Ⅵ-2＞

注1 注1 注４ 注５ 注６ 注７

県
番号

補助金
の活用
実績

被災地
に該当

省エネ
講習

修了済

省エネ
講習
受講
予定

52 0 0 0

○ ○ ○ ○

元請の新築住宅供給戸数 うち木造の長期優良住宅

直近3年平均 Ｈ25年実績

＜グループ構成員記入用リスト＞ Ⅵ． 施工-2

構成員
番号

事業者名 平成25年（1月～12月）実績

Ⅵ． 施工
直近3年平均Ｈ25年実績

（元請の年間新築住宅供給戸数が50戸
未満の中小住宅生産者が5事業者以

上）

23 Ⅵ - 157 戸 戸 戸 戸

22 Ⅵ - 158 戸 戸 戸 戸

22 Ⅵ - 159 戸 戸 戸 戸

23 Ⅵ - 160 戸 戸 戸 戸

23 Ⅵ - 161 戸 戸 戸 戸

22 Ⅵ - 162 戸 戸 戸 戸

22 Ⅵ - 163 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ 戸 戸 戸 戸

Ⅵ 戸 戸 戸 戸

Ⅵ 戸 戸 戸 戸

Ⅵ 戸 戸 戸 戸

Ⅵ 戸 戸 戸 戸

Ⅵ 戸 戸 戸 戸

Ⅵ 戸 戸 戸 戸

Ⅵ 戸 戸 戸 戸

Ⅵ 戸 戸 戸 戸

Ⅵ 戸 戸 戸 戸

Ⅵ 戸 戸 戸 戸

Ⅵ 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

注１）

注４）

注５）

注６）

注７）

※）

※）

※）

※）

※）

※） ＜様式４－１＞適用申請書記載事項確認念書の内容を正確に転記して下さい。事業者名については、（株）や（有）等の略号
は用いず、正式な法人名を記入して下さい。

平成25年（1月～12月）実績の大きい事業者から順に記載してください。

様式2-2　Ⅵ-1のシートからリンクするため、入力は必要ありません。

 Ⅰ～Ⅶ以外の業種の構成員がある場合は、Ⅷ以降に記載してください。

過去に地域型住宅ブランド化事業や木のいえ整備促進事業等、長期優良住宅の整備に対する補助を受けたことがある場合は○を付けて下さい。な
お、平成25年度地域型住宅ブランド化事業については、交付申請を行った場合でも○を付けて下さい。

施工に関わる者の中に住宅の省エネルギー技術に関する講習の修了者がいる場合は○を付けて下さい。

行が不足する場合は、<業者多数版>の適用申請書の様式を使用してください。

施工に関わる者の中に平成２６年度中に住宅の省エネルギー技術に関する講習の受講予定者がいる場合は○を付けて下さい。

Ⅵ．施工については、所在地は本社の情報、戸数については支社や営業所等を含む会社全体の戸数を記入してください。ま
た、「直近３年平均」とは平成23年から25年の3カ年における1年当たりの平均を記載して下さい。

建築worksナベプロ 1 1 0 0

総合建設　延建 1 1 0 0

佐藤建築 1 1 0 0

成瀬建築 0 0 0 0

木ぐみ舎 0 0 0 0

堀建築設計事務所 0 0 0 0

株式会社　創造舎 0 0 0 0

「被災地」については、「施工」の事業者の主たる事業所（本店）が、「東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関
する法律」に基づく「特定被災区域」に存する場合、○を付けて下さい。
参照：内閣府ＨＰ（http://www.bousai.go.jp/2011daishinsai/2011jyosei-tokutei.html）

業種（Ⅰ、Ⅱ・・・）毎に、それぞれ原則として１事業者以上の構成員（ただし、Ⅵ．施工については、年間住宅供給戸数が50戸程度未満
の中小住宅生産者が5事業者以上）による体制としてください。10事業者以上となる場合、構成員番号を連番で追加してください。



＜様式 2-2-Ⅶ＞

注1

県
番号

事業者名

1 Ⅶ - 1 中部ホームサービス　株式会社

Ⅶ - 2

Ⅶ - 3

Ⅶ - 4

Ⅶ - 5

Ⅶ - 6

Ⅶ - 7

Ⅶ - 8

Ⅶ - 9

Ⅶ - 10

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

注１）

※）

※）

※）

※） ＜様式４－２＞適用申請書記載事項確認念書の内容を正確に転記して下さい。事業者名については、（株）や（有）等の略号は用いず、正式な法人名
を記入して下さい。

行が不足する場合は、<業者多数版>の適用申請書の様式を使用してください。

県番号は、県番号のワークシートを参照してください。

業種（Ⅰ、Ⅱ・・・）毎に、それぞれ原則として１事業者以上の構成員（ただし、Ⅵ．施工については、年間住宅供給戸数が50戸程度未満の中小住宅生産
者が5事業者以上）による体制としてください。10事業者以上となる場合、構成員番号を連番で追加してください。

＜グループ構成員記入用リスト＞ Ⅶ．木材を扱わない流通

 Ⅰ～Ⅶ以外の業種の構成員がある場合は、Ⅷ以降に記載してください。

Ⅶ．木材を扱わない流通 1

所在地

豊橋市問屋町5番地3

構成員数：

構成員
番号



＜様式 2-2・Ⅷ＞

注1

県
番号

事業者名

Ⅷ．

Ⅷ - 1

Ⅷ - 2

Ⅷ - 3

Ⅷ - 4

Ⅷ - 5

Ⅷ - 6

Ⅷ - 7

Ⅷ - 8

Ⅷ - 9

Ⅷ - 10

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

注１）

※）

※）

※）

※）

業種（Ⅰ、Ⅱ・・・）毎に、それぞれ原則として１事業者以上の構成員（ただし、Ⅵ．施工については、年間住宅供給戸数が50戸程度未満の中小住宅生産
者が5事業者以上）による体制としてください。10事業者以上となる場合、構成員番号を連番で追加してください。

 Ⅰ～Ⅶ以外の業種の構成員がある場合は、Ⅷ以降に記載してください。

行が不足する場合は、<業者多数版>の適用申請書の様式を使用してください。

＜様式４－２＞適用申請書記載事項確認念書の内容を正確に転記して下さい。事業者名については、（株）や（有）等の略号は用いず、正式な法人名
を記入して下さい。

＜グループ構成員記入用リスト＞
Ⅷ．Ⅰ～Ⅶ以外の業種
（畳、瓦、襖等の住宅資材の供給事業者等）

構成員
番号

0

所在地

構成員数：

県番号は、県番号のワークシートを参照してください。



＜ブランド化事業のねらいに対する取り組み＞ ＜様式３-1＞

0 3 － 0 2 7 5 － 0 2 8 9

注1)

※）

※）

（結成年月）

平成24年1月

【平成26年度における対応方針】　　（過去に採択されたグループは、直近の取組みの課題とその対策も併せて記入ください）

過去に採択されたグループは、最終的に付与されたグループ番号を記載してください。

a.【平成２５年度の取組みにおける課題】
　長期優良住宅未経験の施工業者が取組み易くする為に、設計事務所・流通業者が協業してモデルプランを作成。また、長期優良住宅対応の
　商品を提案したが、コスト低減において効果は出ていない。

【課題解決に向けた平成２６年度の取組み】
　○設計・建材流通に建材メーカーを加え、更なる商品の絞り込み、規格化を実施し、会としての購買力を高め、性能を担保とした上でのコスト
　　 低減を図る。

【住宅生産体制の整備と品質維持に向けた取組み】
　○基本的な資材（建材）に関しては、建材メーカー・流通グループと連携し、「集中購買」の範囲を拡げコスト低減を図る。
　○設計グループによる申請サポート（構造計算・長期優良住宅認定申請等）体制の強化を図り、未施工業者に対し長期優良住宅への
　　 取組みを推進する。

b.【平成２５年度の取組みにおける課題】
　営業ツール・現場見学会ツールが不十分で、『東海道あんしんの家』ブランド認知度の向上が図れなかった。

【課題解決に向けた平成２６年度の取組み】
　○消費者に対して提案する為の『東海道あんしんの家』の建物性能、管理手法の宣伝ツールを作成し、現場見学会等でＰＲを実施し、
　　『東海道あんしんの家』のブランド認知度の向上を図る。
　○会のルールで定める「施工管理（写真管理）」システムを利用し施工精度を向上させる。また、施主・事務局に進捗状況を公開し、共有する。

【住宅生産におけるグループの信頼向上に資する取組み】
　○「安定した性能」、「可能な限りの低価格」、「長期優良住宅未経験者にも容易な取り組み」を重点項目とした「高付加価値住宅」づくりを目指す。
　○消費者に対しては会員相互での現場見学会を開催しグループの取組みに対する認知度、ブランド力の向上を目指す。
　

(グループの名称）

東海道こだわりの家づくりの会

柱直下率５０％以上の確保と、耐力面材と筋違いをバラ
ンスよく併用し、耐震等級２以上３を目指す。

会のルールで提出される「長期優良住宅認
定基準チェックリスト」を事務局にて確認。

行の高さについては記載する文章の長さなどにより適宜、調整して下さい。

過去に採択されたグループは、それぞれの項目について直近の取組みを踏まえた課題と、平成２６年度における対応方針を明確に記載してください。

ア．特徴あるブランド化の目標設定　（必須）

【平成26年度における対応方針】　（過去に採択されたグループは、直近の取組みの課題とその対策も併せて記入ください）

イ．効率的な住宅生産体制の整備 （aは必須）

　地域型住宅の生産に関する共通ルール 具体的取組内容
個別の住宅が、左記の共通ルールに基づき生
産されていることを確認する具体的手段

上記を踏まえた地域型住宅の特徴等
（性能や地域性等）における共通ルー
ル　（任意）

（地域型住宅の名称）

注１

【平成２５年度の取組みにおける課題】
　会員同士の交流機会を増やし、技術・営業情報交換を実施し、長期優良住宅未施工業者の参画及び既存会員への取組みの強化をめざしたが、
　会員全体への浸透力の弱さ、消費者に対してのブランドＰＲの弱さがあった為、全体の底上げができなかった。

【課題解決に向けた平成２６年度の取組み】
　  事務局が主体となり、「改正省エネ基準」、「認定低炭素住宅」等省エネ性の強化を実施する。そして、住まい手に対し安全・安心・快適性を
　　提案し、会全体の提案力・営業力の向上を図る。また、技術面・営業面双方の強化により、地域型住宅『東海道あんしんの家』のブランド力の
　　向上を図る。

【地域型住宅「高付加価値住宅『東海道あんしんの家』の取組み】
　太平洋を望む比較的温暖なエリアであるが故、省エネに関しては意識が低い。しかし、「東海・東南海地震」の発生が懸念されている地域であり、
　東日本大震災の影響もあり、災害に対する意識は比較的高い。
　○耐震性能に関しては、設計上の基本性能を安定的に確保することを主とし、施工品質の向上安定を目指す（耐震等級２以上３を目指す）。
　○昨年度同様、グループで指定する地域材（合法木材）を主要構造部に５０％以上使用する（含水率２０％以下の乾燥材、集成材）。
　○施工管理・維持管理に関するＩＴツールを限定し、「物件情報の管理」・「施工管理（写真管理）」・「第三者機関による情報蓄積管理、メンテナンス
　　 情報などの登録」を義務化とする。
　○省エネに関して強化を図り、「認定低炭素住宅」基準と同等の仕様を目指す（平成２６年度は取組み、平成２７年度より実施）。

３．過去の採択グループ番号（必須）

４．ブランド化事業のねらいに対する取り組み

１．地域型住宅の名称・対象地域（必須）

２．グループの名称・結成年月（必須）

東海道あんしんの家
（地域型住宅供給対象地域）

三重県・岐阜県・愛知県・静岡県・神奈川県

改正省エネ・低炭素認定制度基準の算定技術を習得
し、認定低炭素住宅レベルの基準を目指す。

会のルールで提出される「長期優良住宅認
定基準チェックリスト」を事務局にて確認。

　地域型住宅の生産に関する共通ルール 具体的取組内容
個別の住宅が、左記の共通ルールに基づき生
産されていることを確認する具体的手段

上記の住宅生産の合理化・効率化に資
する取組、安定供給の長期維持体制、
グループの信頼向上に資する取組にお
ける共通ルール　（任意）

販売ツールを充実させ、会のルールである「現場見学
会」の実施を行なう。

「現場見学会報告書」の提出（事務局管
理）。

「施工管理（写真管理）」システムを活用し、現場管理の
精度を向上させるとともに、進捗状況を住まい手に公開
し、コミュニケーション力を向上させる。

施主への情報公開を確認する為に、施工
状況報告書の提出（事務局管理）。



＜ブランド化事業のねらいに対する取り組み＞ ＜様式３－２＞

0 3 － 0 2 7 5 － 0 2 8 9

注1)

※）

※）

(グループの名称）

２．グループの名称・結成年月（必須）
（結成年月）

ウ．長期にわたる住宅メンテナンス体制の整備　（aは必須）

【平成26年度における対応方針】　（過去に採択されたグループは、直近の取組みの課題とその対策も併せて記入ください）

平成24年1月

個別の住宅が、左記の共通ルールに基づき生
産されていることを確認する具体的手段

東海道こだわりの家づくりの会

a.【平成２５年度の取組みにおける課題】
　各種研修会・勉強会を企画実施し技術力の向上は図れたが、住まい手への提案力に弱さがみられた。

【課題解決に向けた平成２６年度の取組み】
　○今年度は住まい手のライフプラン提案を含む各種研修会・勉強会を企画実施し、ブランド力向上、営業力強化を目指す。
　○長期優良住宅未施工業者に対し、昨年度以上に申請サポート（構造計算・長期優良住宅認定申請書等）体制の強化を図る。

当会には、長期優良住宅認定の取得において、未経験の構成員が多く含まれている。その会員の長期優良住宅の施工可能体制を構築する。
　○昨年度より事務局が主体となり、施工・設計に関する技術基準の勉強会、営業・経営に関する勉強会を企画実施したことにより体制の構築が
　　 できた。今年度もレベルアップしながら継続しさらなる向上をめざす。
　○研修会・勉強会は年間カリキュラムを作成し、段階的に営業・技術の向上をめざす。
　　・長期優良住宅の耐震、省エネ、施工、メンテナンス管理等技術に関する研修会・勉強会を年３回以上実施する。
　　・長期優良住宅の税、融資、住まい手とのコミュニケーション等営業に関する研修会・勉強会を年２回以上実施する。
　　・現場管理、プレゼン作成等ＩＴツールに関する研修会・勉強会を年１回以上実施する。

　

３．過去の採択グループ番号（必須） 注１

　地域型住宅の生産に関する共通ルール 具体的取組内容

４．ブランド化事業のねらいに対する取り組み

住宅あんしん保証の発行する「住宅履歴情
報預かり票」の提出（事務局保管・管理）。

事務局が主体となって開催するセミナーの年２回以上
の参加を義務化する。

住宅履歴情報の保存方法　（任意）

　地域型住宅の生産に関する共通ルール

「セミナー参加終了証」を発行し、事務局に
て保管・管理する。

「あんしんいえかるて（住宅履歴情報蓄積）」の活用の
義務化を図る。

【平成26年度における対応方針】　　（過去に採択されたグループは、直近の取組みの課題とその対策も併せて記入ください）

行の高さについては記載する文章の長さなどにより適宜、調整して下さい。

過去に採択されたグループは、それぞれの項目について直近の取組みを踏まえた課題と、平成２６年度における対応方針を明確に記載してください。

過去に採択されたグループは、最終的に付与されたグループ番号を記載してください。

個別の住宅が、左記の共通ルールに基づき生
産されていることを確認する具体的手段

ｃ.【平成２５年度の取組みにおける課題と平成２６年度の取組み】
　狭小地での建設、また住宅の長寿命化によるライフステージに対しての可変性を高める要望があったが、構造計算の実施により耐力壁の設置の
　必要性から希望プランを変更するケースがあった。将来のリフォームも容易になるという優位性も考え、門型ラーメンフレームの技術導入を検討する。
　平成２６年度は、設計グループでモデルプランを作成し、施工業者に提案を実施し構造特性選択の範囲を拡げる。
　
　

エ．グループの技術力の向上　（aは必須）

具体的取組内容

グループの技術力の向上における共
通ルール　（任意）

b.【平成２６年度に新たに追加する取組み】
　事務局が主催する勉強会において、平成２６年度は特に省エネに関してのテーマに注力し実施するが、「改正省エネ基準」・「認定低炭素住宅」
　に対しての、知識・技術は十分とは言えない。『東海道あんしんの家』建設の施工管理者は「住宅の省エネルギー技術に関する講習」の受講を
　義務化とし、断熱施工の精度向上を図る。そして、本年度中に「改正省エネ基準」の評価規準技術を習得する。

１．地域型住宅の名称・対象地域（必須）
（地域型住宅の名称） （地域型住宅供給対象地域）

東海道あんしんの家 三重県・岐阜県・愛知県・静岡県・神奈川県

「定期点検シート」の提出（事務局保管・管
理）。

会ルール書式「定期点検シート」を活用し、メンテナンス
の実施と報告の義務化を図る。

グループの長期にわたる住宅維持管
理体制における共通ルール　（任意）

ａ.【平成２５年度の取組みにおける課題】
  メンテナンスにおいて、維持保全計画に基づき、専用書式「定期点検シート」を活用し実施する事になっているが、具体的な点検・検査方法の
　定めが無く、実行性の弱い内容になっている。

【課題解決に向けた平成２６年度の取組み】
　維持保全の実行性を高める為に、国から示された「既存住宅インスペクション・ガイドライン」を参考に点検・検査の共通認識を形成し、今後の
　運用を確実なものにする。会の専用書式「定期点検シート」にそのインスペクション技術を導入し、実務の適正化を図る。

地域型住宅の長期維持管理において、会として限定しているＩＴツールを明確にし、確実に履行し、住まい手の信用を得る。
　○施工管理（写真管理）システムを運用し、施工重要箇所の記録・保存を実施する。
　○第三者機関による履歴情報蓄積管理システム「いえかるて」に図面・メンテナンス情報等の登録を義務化する。
　○引渡し後は専用書式「定期点検シート」を活用し定期的な維持管理を行なう。

b.【平成２５年度の取組みにおける課題】
　グループ構成員の倒産（廃業）は無。引き続き、事務局において、調査を継続し、経営状態を把握する。

グループ構成員の倒産（廃業）時のバックアップ体制等グループとして万が一に備えた体制の構築の為、以下の取組みを行なう。
　○事務局においてグループ構成員の経営状態の調査を実施し、事前の予防対策を行なう。
　○住宅瑕疵保険会社が実施する、「住宅完成保証制度」の加入を推奨する。



＜ブランド化事業のねらいに対する取り組み＞ ＜様式３－３＞

0 3 － 0 2 7 5 － 0 2 8 9

注1)

※）

※）

※）

１．地域型住宅の名称・対象地域（必須）
（地域型住宅の名称） （地域型住宅供給対象地域）

東海道あんしんの家 三重県・岐阜県・愛知県・静岡県・神奈川県

平成24年1月２．グループの名称・結成年月（必須） 東海道こだわりの家づくりの会
（結成年月）

オ．地域の産業・住文化・景観等への寄与　（aは必須）

注１

(グループの名称）

４．ブランド化事業のねらいに対する取り組み

地域材情報の共有において、プレカット業者と事務局が
主体になって、グループで定める合法木材の品質・強度
特性、価格、在庫状況を定期的に施工グループに情報
発信を行なう。

プレカット業者と施工業者は、樹種変更・金額
変更がある場合は相互確認を行なう。

　地域型住宅の生産に関する共通ルール 具体的取組内容
個別の住宅が、左記の共通ルールに基づき生
産されていることを確認する具体的手段

３．過去の採択グループ番号（必須）

【平成26年度における対応方針】　（過去に採択されたグループは、直近の取組みの課題とその対策も併せて記入ください）

c.【地元の伝統的素材（畳、瓦、襖等）の積極的な活用】
　平成２５年度の取組みは無。
　○会員への地域産材（木材以外）活用の調査を実施し、今後の採用を検討する。

合法木材供給グループから提出される木拾
い表、合法木材証明書、出荷証明書を確認
し、申請書に添付。

a．【平成２５年度の取組みにおける課題と平成２６年度の取組み】
　○国産材、特にヒノキの引き合いが増大し、それに対応するために、事業途中で内地材供給業者を追加した。
　○地域材の供給体制において、平成２６年度は国産材供給の体制を強化し、顧客の要望に合わせて県産材、国産材、合法木材の
　　 選択を可能にする。

【地域材の具体的な使用部位とその使用量】
　○地域材（合法木材）を主要構造材（土台・柱・梁・桁）に過半以上使用する。
　○主要構造部は、含水率が２０％以下の乾燥材・集成材を使用し、品質・性能を確保する。

地域材情報の共有、地場産業等の積極的
活用、地域の住文化・景観・デザインへの寄
与、和の住まいの推進に関する共通ルール　
（任意）

グループの取組に関する補足説明は様式３－３の「その他」の欄に記載して下さい。

行の高さについては記載する文章の長さなどにより適宜、調整して下さい。

【地域材（合法木材）の選定及び流れ】
　○地域材（合法木材）の安定供給、国産材利用の機会増大の為に、原木供給・製材業者を追加する。

　地域材の流れ・内容は別紙参照。

過去に採択されたグループは、最終的に付与されたグループ番号を記載してください。

　地域型住宅の生産に関する共通ルール

【平成26年度における対応方針】　（過去に採択されたグループは、直近の取組みの課題とその対策も併せて記入ください）

過去に採択されたグループは、それぞれの項目について直近の取組みを踏まえた課題と、平成２６年度における対応方針を明確に記載してください。

b.【平成２５年度の取組みにおける課題と平成２６年度の取組み】
　○地域材（合法木材）の価格に関して積算方法を統一化し、取決め価格を設定したが、原木丸太不足により地域材（合法木材）の量、価格で
　　 安定供給できない状況にあり、地域材（合法木材）の価格統一が難しい状況であった。
　○グループで定める地域材（合法木材）の品質・強度特性、価格、在庫状況が施工グループへ定期的に情報発信できず、共有がスムーズに
　　行なえなかった為、平成２６年度は定期的な情報発信を行ない、情報共有を実施する。
 
【供給する地域材情報のグループ構成員による共有方法】
　○会のルール書式のプレカット仕様書を活用し、合法木材の樹種の選定、使用率をプレカット業者・施工業者が確認しその情報を設計者
　　（構造計算）も共有する。
　○地域材（合法木材）の在庫、市場価格等の情報発信また、事務局による定期訪問を行ない、地域材を含めた資材の情報提供を実施する。

具体的取組内容

地域材利用に関する共通ルール
（必須）

主要構造材（土台・柱・梁・桁）の過半に会の合法木材
認定事業所である供給グループから供給される合法木
材を使用し、合法木材は含水率２０％以下の乾燥材・
集成材とする。

d.【地域の住文化・伝統的な景観に寄与する取組み】
　平成２５年度の取組みは無。平成２６年度においても該当なし。

【和のすまいの推進に関する取組み】
　平成２６年度は事務局が主体となってモデルプランを作成し、「和のすまい」の提案を実施する。そして、住まい手に和の落ち着きと、
　洋風の機能性をバランスよく融合させた、快適なライフスタイルの提案を推奨してゆく。

その他　（任意）

個別の住宅が、左記の共通ルールに基づき生
産されていることを確認する具体的手段




